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ウ 企画戦略会議の位置付けとその機能的役割 

文化芸術事業の実施に当たっては、現在、原則として月１回以上開催する企画戦略会議（企画制作部員

を主体に構成）で検討を重ねながら実施しています。検討事項は、各事業の進捗状況・広報戦略・宣伝・

マーケティング・販売促進計画、現状の課題、今後の展開等を総合的に研究討議し、各事業に反映させて

います。また、事業実施における応用力を高めていくために議論中心の会議内容とし、アートマネジメン

ト力を高めています。 

今後も、検討事項を分析し、それぞれの検討項目が、県全体の文化振興の向上に活かせるよう会議のよ

り一層の充実を図ります。 

 
エ コンプライアンス（法令遵守）の考え方 

当財団ではコンプライアンス（法令遵守）の徹底を図るため、研修会の開催及び他の研修会への参加や

絶えず関係法令を勉強し、その知識を深めており、文化事業に係る著作権などについては、権利関係の事

前確認を行い、適正な処理に努めています。 
音楽の著作権については、平成 18 年度から日本音楽著作権協会と包括的利用許諾の契約を締結し、適

正な申請・報告を行うとともに、演劇等の上演権、肖像権、翻訳権、音楽著作権などの権利関係について

も関係先を通して適法・適正な処理を行っています。 
また、助成金については、助成要綱に沿った適正な申請（契約）・報告（実施結果・効果・収支決算）

を行っており、今後もコンプライアンスの徹底を図ります。 
 
オ 資金調達の考え方 

事業収支計画は事業の長期的な継続実施にとって不可欠であり、戦略的な中長期計画のもとに達成して

いかなければなりません。資金調達は事業存続にとって生命線であり、この財源の確保を事業運営の重要

な柱として位置づけ、国、公益法人、企業などからの多様な資金を積極的に活用します。 

 
（ア）民間資金（協賛金・寄附金等）の導入 

①公益法人、一般法人などからの助成金が見込める事業については、積極的に助成金申請を行います。 
②企業による文化芸術活動への支援（メセナ）の醸成を図るため、事業協賛を募ります。 

  ③企業とのタイアップなど民間の資源を活用した事業の工夫に努めます。 
  ④企業との共催を推進し、経費やマンパワーの負担を縮減しながら事業を実施します。 
 

（イ） 公的資金（助成金・補助金等）の獲得 

①文化庁の助成制度は、概ね芸術文化振興基本法の基本理念に則って制度化されているため、アマチ 
ュアからプロに至るまでの幅広い人材や文化事業に対して制度設計されており、その制度の目的と

財団の使命が合致した事業を企画立案するなど、積極的に活用します。 
②財団法人地域創造や自治総合センター、宝くじ文化公演などの助成金は、文化事業の固有性や地域 

     活性化という観点から、年度ごとにその活用を考え、助成スキームに合致した事業が想定される場

合に検討します。 
 
平成 21 年度実績：文化庁 2,000,000 円、ごうぎん鳥取文化振興財団 200,000 円 

平成 22 年度実績：文化庁 3,382,362 円、地域創造 5,000,000 円、大和日英基金 916,370 円、 

ごうぎん鳥取文化振興財団 150,000 円 

平成 23 年度実績：日本芸術文化振興会 2,000,000 円、ごうぎん鳥取文化振興財団 150,000 円 

平成 24 年度実績：ごうぎん鳥取文化振興財団 150,000 円 

平成 25 年度実績：文化庁 1,824,000 円（事業進行中のため助成上限額を記載） 

ごうぎん鳥取文化振興財団 150,000 円 

 

（ウ）特別共催事業の検討 

文化芸術の機会を通して、県民やそれを取り巻く社会とコミュニケーションを取り、相互理解を深め

ていくことは、企業が社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことに繋がり、文化芸術への参加が新たな企業風

土の確立を促します。財団にとっても、公的資金以外の資金調達により自主財源率を高め、自立してい

くという課題があります。 
企業と財団とのパートナーシップによる県民への高品質な作品の提供、鑑賞の機会の提供を目指し、

企業のサポートによる事業実施の体制を検討します。 
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《平成 21年度実績》：劇団コーロ公演「のんのんばあとオレ」（㈱きさらぎ 250,000 円） 

《平成 22年度実績》：文楽公演（日本海テレビジョン放送㈱50,000 円） 

《平成 23年度実績》：宮川彬良＆大阪市音楽 Dahhhhn!コンサート 

（日本海テレビジョン放送㈱50,000 円） 

  《平成24年度実績》：blast!（マリエ・やしろ㈱800,000円） 

 

（エ）公益法人改革による公益財団法人への移行認定 

当財団では、平成 25 年 4月 1 日から新たに公益財団法人としてスタートしました。 

公益財団法人は、主なメリットとして法人税と寄附税制に優遇がありますが、安定的な資金源の確保

に努め、事業の自主財源率を高めなければ、継続して県民に対して良質で文化的な事業サービスが行え

ません。多様な資金源に支えられていることで公益性の質の増大となるため、今後は広く支援者の獲得

を図ります。 
 

（オ）社会情勢の変化による金利や物価の変動など、管理費及び事業費への圧迫を回避するための打開策 

（財務リスクへの対応） 

社会情勢の変化による金利や物価の変動などは、施設運営や事業運営に大きな圧迫を与えます。この

リスクを回避するためには、省エネルギー・省資源化を日常的に行うことはもとより、収入と支出のバ

ランスをよく考察し、社会情勢や財団内外の環境の変化を絶えず把握しつつ、全体で極力損失がでない

事業収支計画を立案するよう努めるとともに、状況によっては事業内容の見直しやコンパクト化も視野

に入れて考えます。 
また、長期的に収支が安定するよう、公的資金に加えて新たな資金源の獲得（企業からの資金提供や

個人寄附金など）や長期的な資金ニーズを分析し、多様な資金源の確保を戦略的に広げます。  
 

カ 事業実施における地元への経済効果 
 

当財団は、良質な公演の提供と地元文化活動者の方々の人材育成に努めるという方針のもとに、鑑賞

事業等を毎年度 15 事業程度実施することにより、県外から多くのキャスト・スタッフ等を招聘し、地

元経済の発展に貢献しています。 
 
 


